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ご注意

本書の内容につきましては、その正誤について、保証いたしかねます。寄附⾏為の作成
にあたっては、弁護⼠・司法書⼠等の専⾨家とご協議の上、⽂部科学省・大阪府等の所轄
庁とご協議下さい。

本書は、幼稚園法⼈の内部勉強会資料として作成したものであり、⽂部科学省寄附⾏為
作成例・私⽴学校法の改正について〔令和５年８⽉１⽇更新〕版を参考に作成しておりま
す。本書の記載と当該資料との間に⽭盾等があった場合は、明らかに所轄庁が誤植等を認
めてる場合を除き、⽂部科学省の資料の記述に従ってください。

研修中に本資料を訂正する場合がございます。また、後⽇、修正点等があった場合、フ 
ォローアップができないため、この研修を受講されない⽅への資料の配布等は、ご遠慮下
さい。



役員（理事・監事）・評議員選任簡易一覧

区分 任期 定員 親族等利害関係⼈ 外部登⽤ 構成 選任機関 兼職 解任機関

最低5⼈ 他０⼈
（本⼈のみ）

6⼈以上 他１⼈
（本⼈含む２⼈）

理事⻑ 概ね4年以内 ー ー ー ー 理事会で選定 ー 理事会で解職

監事 概ね6年以内 2⼈以上 ー 2⼈以上全員 理事・評議員・職員以外 評議員会 理事・評議員
・職員禁⽌ 評議員会

ー 職員 1名以上総数3分の1以内

卒園⽣1名以上総数3分の1以内

学識経験者等

モデルケース（創⽴者の親族が運営しているケース）

区分 任期 定員 親族等 外部登⽤ 構成 選任機関 兼職 解任機関

ー 園⻑1名

1名以上 外部理事1名

ー 園⻑と親族理事1名

ー 他理事3名

理事⻑ 概ね4年以内 ー ー ー ー 理事会で選定 ー 理事会で解職

監事 概ね6年以内 2⼈ ー ー 評議員会 理事・評議員・職
員禁⽌ 評議員会

ー 職員 1⼈(2⼈可）

外部登⽤ 25歳以上卒園⽣1⼈以上

外部登⽤ 学識経験者等2⼈

学識経験者等２⼈

外部OK 創⽴家親族1⼈

対理事1⼈まで
理事との親族等なしの場
合、評議員同⼠2⼈
（本⼈＋1⼈）

評議員会選任機関等寄附⾏為で、⾃由
設計。
ただし、理事・理事会選任1/2まで
7名の場合3名まで
7名の場合、評議員会等、理事が関与し
ない組織で4名選任（解釈）

理事・監事禁⽌

評議員会【4⼈】

1⼈まで

理事⻑（会）【3⼈】

理事選任機関

選任機関と同じ。

理事・監事禁⽌

評議員会

4⼈以上

理事選任機関 評議員禁⽌
監事禁⽌ 理事選任機関

理事⻑（会）

理事選任機関1⼈以上（必置） 園⻑1名以上・外部理事１名＋＠ 評議員禁⽌
監事禁⽌

評議員 概ね6年以内 7⼈

理事 概ね4年以内

理事 概ね4年以内 2⼈
（本⼈＋１）

評議員 概ね6年以内
6⼈以上

但し、理事の員
数＋１

6⼈

研修外



役員（理事・監事）・評議員選任 

チェックリスト 

理事のチェックリスト 

（改正私立学校法研修会資料 © DOZAN） 

チェック 関連法 

理事の就任承諾書 

新任理事（履歴書） 

□A；理事候補者は、幼稚園・認定こども園（私立学校）を経営するために必要な知識か経験

のどちらかがあるか。

□B；理事候補者は、学校法人の適正な運営に必要な識見（物事に正しい判断を下す力）があ

り、社会的信望があるか。 

□A と B のどちらも満たす人物か。

幼稚園（私立学校）の経営に必要な知識又は経験があり、且つ、法人の適正運営に識見を有する社会的信望

のある者 

法第30 条第1 項 

理事の欠格事由チェック □自然人か（法人でないか）） 

□心身の故障者（精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たっての必要な認知、

判断及び意思疎通を適切に行うことができない者）でないか。 

□学校教育法第９条各号のいずれかに該当していないか。 

第９条 次の各号のいずれかに該当する者は、校長又は教員となることができない。 

（１）禁錮以上の刑に処せられた者 

（２）教育職員免許法第10 条第1 項第２号又は第3 号に該当することにより免許状がその効力を失い、当 

該失効の日から３年を経過しない者 

（３）教育職員免許法第１１条第１項から第３項までの規定により免許状取上げの処分を受け、３年を経過し

ない者 

(4)日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを

主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

□私立学校法で罰金刑を受けていないか、又は、私立学校法違反で罰金刑に処され、執行

終了後、2 年経過か、執行を受けることがなくなった日（5 年の消滅時効・恩赦等）から 2 年を経

過しているか。 

□解散命令（法第 135 条第 1 項）を受けた学校法人の役員（理事又は監事）に就任して、解散

の日前 30 日以内までその地位にあり、法人解散後、2 年を経過しない者に該当していない

か。

□解任の訴えに基づく、確定判決（評議員による理事又は監事の解任の訴え）により役員を解

任されていないか。又は、解任された場合に 2 年を経過しているか。 

□所轄庁から役員の解任勧告を受けて、学校法人に解任されていないか又は解任日から２年

経過しているか。 

法第31 条第1 項第1 号 

法第31 条第1 項第2 号 

規則案第10 条 

法第31 条第1 項第3 号 

法第31 条第1 項第4 号 

法第31 条第1 項第5 号 

法第31 条第2 項前段 

法第31 条第2 項後段 

理事の兼任禁止チェック □評議員と兼任していない。

□監事と兼任していない。

法第31 条第3 項 

理事の構成チェック ① 

園長と外部理事 

□理事に設置学校の園長が 1 名以上含まれているか。 

□理事に外部の人材（選任時に理事、法人の職員、子法人の役員等（使用人含む。）が 1 名

以上含まれているか。 

子法人の範囲（学校法人が経営を支配している法人） 

法第31 条第4 項第1 号 

法第31 条第4 項第2 号 

（再任時みなし規定同第5 項） 

子法人の範囲 

規則案第11 条（子法人）定義 

理事の構成チェック 2 

特別利害関係人  

□理事と特別利害関係の理事の就任は、制限の範囲内か。 

□他の理事と特別利害関係人は、1 人以内か。（ex 本人＋本人の配偶者等1 人＝2 人） 

□監事と特別利害関係にないか。

□評議員と特別利害関係人は、1 人以内か。（ex 理事本人の親族等1 人） 

□特別利害関係を有する理事の数は、理事総数の 3 分の１以内か。

理事A と理事B が親族 理事C と理事D が親族は、NG 第6 項要件を満たすが、第7 項要件を満たさない。 

※特別利害関係人その１ （法第３１条第６項） 

①A 配偶者 

①B 三親等以内の親族 

特別利害関係人その２ （法第３１条第６項括弧書き施行規則第１２条） 

②A 事実婚の相手（１号） 及び 

②B 事実婚の相手の三親等以内親族のうち生計を一にする者（５号） 

③A 使用人（２号）及び 

③B 使用人の配偶者（４号）並びに 

③C 使用人の三親等以内親族のうち生計を一にする者（５号） 

④A 金銭等生計維持関係（３号）及び 

④B その配偶者（４号）並びに 

④C 金銭等生計維持関係者の三親等以内親族のうち生計を一にする者（５号） 

法第３１条第6 項 

規則（案）第12 条 

法第31 条第7 項 

理事の任期 □理事の任期は、概ね４年以内か。

□理事の任期は、監事及び評議員の任期を超えていないか。

法第３２条第１項 

法第３２条第２項 

理事の補欠の定め □補欠の理事を予め選任する。□しない。 

□予め、選任する場合、補欠の理事の任期は、前任者（退任等理事）の任期満了時までに設

定するか。 

□補欠の理事の任期は、個別に設定するか（おすすめしない）。法第３２条第３項の書きぶりから、理事

の任期満了以外の事由で中途就任理事の任期は、当該時点から４年以内とすることも可能であると解される。

第３０条第３項 

第３２条第３項 

※ご注意 〔誤植等の修正がある場合がございますで、研修外の使用をご遠慮下さい。修正等がある場合、研修中において、口頭で修正します。〕



 

 

理事選任機関 寄附行為作成例 文科省作成案・東京都作成案・堂山作成案 比較（２０２３年１２月２１日） 研修以外での使用を禁止します（研修参加法人及び許諾者以外、閲覧不可）。必ず専門家・所轄庁と協議下さい。 

 

 

評議員会 

〔文科省例１〕 

理事会 

〔東京都庁事例１〕 

独立した理事選任機関 

〔文科省例 2〕 

理事会・評議員会・第三者機関の３つを理事選任

機関とする場合〔文科省例３〕 

 

第１ 機関の設置 

 

 

 

第２ 構成員 

 

 

 

 

第３ 任期 

 

 

 

第４ 招集手続き 

 

 

第５ 評議員会意見

聴取手続き規定 

 

 

第５ 参酌規定 

（任意）なくても可 

 

 

 

 

第６ 監事と評議員

の報告のための招

集請求 

 

 

 

 

 

 

 

第７ 議事録や運営

に関する規定 

（理事選任機関） 

第７条 この法人の理事選任機関は、評議員会とす

る。 

 

 

２ 理事選任機関の構成員は、全ての評議員とする

。 

 

 

 

〔評議員の任期なので記載を省略しているものと

思われる。〕 
 

 

 

〔評議員会の招集手続きと同じなので、省略しているものと

思われる。〕 

 

〔評議員会が選任機関なので記載不要〕 

 

 

 

法第３０条第２項は、単に「評議員会の意見を聴か

なければならない」としか、規定していない。 

 

 

 

 

３ 監事は、理事選任機関に対し必要な報告を行お

うとするときは、理事長に対し、理事選任機関の

招集を請求することができる。この場合において

、理事長は、理事選任機関を招集しなければなら

ない。 

 

〔参酌さんしゃく〕比較参照すべき一定の事情。条件を考慮

にいれて、判断すること（※１）。 

〔斟酌しんしゃく〕（※２）問題となっている事情、条件などを

組み上げて判断する。参酌に比して、非類型的に考慮に入

れるとの感じが強い。 

（※１）内閣法制局法令用語研究会・『法律用語語辞典』５５

５頁（有斐閣・〔初版〕１９９３年１２月３０日） 

（※２）前掲※１ ７４９頁 

（理事選任機関） 

第７条 この法人の理事選任機関は、理事会とす

る。 

 

 

２ 理事選任機関の構成員は、全ての理事とする。 

 

 

 

 

〔理事の任期なので記載を省略しているものと思

われる。〕 

 

 

 

〔理事会の招集手続きと同じなので、省略しているものと思

われる。〕 

 

３ 理事選任機関が理事を選任するときは、理事長

に対し、評議員会の招集を求め、あらかじめ、評議

員会の意見を聴かなければならない。 

 

４ 理事選任機関は、前項の評議員会の意見を十

分に参酌し、理事を選任しなければならない。 

 

 

 

 

５ 監事又は評議員会は、理事選任機関に対し必

要な報告を行おうとするときは、理事長に対し、理事

選任機関の招集を請求することができる。この場合

において、理事長は、理事選任機関を招集しなけ

ればならない。 

 

※注記）東京都の例は、３項と４項と５項の項の順序に違

和感があるので、堂山が順番を変えている。 

（理事選任機関） 

設置条文がない。あった方が綺麗。 

この例２は、いきなり構成員の条文から始まる。 

 

 

第７条 この法人の理事選任機関の構成員は、 

 

理事○名、 

評議員○名、 

学外有識者○名とする。 

２ 理事選任機関の構成員は、理事選任機関選考

会議の決議によって選任する（※注記）。 

３ 理事選任機関の構成員の任期は、○年とする。 

 

４ 理事選任機関は、当該理事選任機関の決議に

よって定められた者が招集する。 

 

５ 理事選任機関が理事を選任するときは、理事長

に対し、評議員会の招集を求め、あらかじめ、評

議員会の意見を聴かなければならない。 

 

６ 理事選任機関は、前項の評議員会の意見を十

分に参酌し、理事を選任しなければならない。 

 

７ 理事選任機関の決議は、理事選任機関の構成

員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

 

８ 監事又は評議員会は、理事選任機関に対し必

要な報告又は求めを行おうとするときは、理事選

任機関招集権者（第４項に規定する者をいう。以

下この項及び第２９条第１項第５号において同じ

。）に対し、理事選任機関の招集を請求すること

ができる。この場合において、理事選任機関招集

権者は、理事選任機関を招集しなければならな

い。 

 

 

９ 理事選任機関の議事録その他理事選任機関の

運営に関し必要な事項は、理事選任機関運営規

程で定める。 

 

※注記 

理事選任機関の構成員を選ぶためにさらに会議体

を作る？ 会議体の構成メンバーは、どうする？ 

さらに、構成メンバーを選任するための委員会を設

置するのか？無限的階層的になる。 

（理事選任機関） 

第７条 この法人に、次の理事選任機関を置く。 

 （１） 理事会 

 （２） 評議員会 

 （３） 外部理事選任委員会 

２ 理事選任機関の構成員は、次の各号に掲げる

者とする。 

（１） 理事会 全ての理事 

（２） 評議員会 全ての評議員 

（３） 外部理事選任委員会 学外有識者○名 

３ 外部理事選任委員会の構成員は、外部理事選

任委員選考会議の決議によって選任する。 

４ 外部理事選任委員会の構成員の任期は、○年

とする。 

５ 外部理事専任委員会は、外部理事専任委員会

の決議によって定められた者が招集する。 

 

６ 評議員会以外の理事選任機関が理事を選任す

るときは、理事長に対し、評議員会の招集を求め

、あらかじめ、評議員会の意見を聴かなければな

らない。 

７ 評議員会以外の理事選任機関は、前項の評議

員会の意見を十分に参酌し、理事を選任しなけ

ればならない。 

８ 外部理事選任委員会の決議は、外部理事選任

委員会の構成員の過半数が出席し、その過半数

をもって行う。 

９ 監事又は評議員会は、理事選任機関に対し必

要な報告又は求めを行おうとするときは、理事選

任機関招集権者（理事会又は評議員会にあって

は理事長をいい、外部理事選任委員会にあって

は第５項に規定する者をいう。以下この項及び第

２９条第１項第５号において同じ。）に対し、理事

選任機関の招集を請求することができる。この場

合において、理事選任機関招集権者は、理事選

任機関を招集しなければならない。 

 

10 外部理事選任委員会の議事録その他外部理

事選任委員会の運営に関し必要な事項は、外部

理事選任委員会運営規程で定める。 

 

理事選任機関の「運営」は、必要的記載事項（絶対

的記載事項）であるが、文科省例では、下位の規

程に委任している。この場合、認可ないし届出の

対象とならないか、この点については、現在、文部

科学省の法規係に照会中である。 



 

理事選任機関 寄附行為作成例 堂山作成案 比較（２０２３年１２月２１日） 修正や現在文科省等照会中の未精査項目があるため、研修以外でのご使用をご遠慮下さい（研修参加法人及び許諾者以外の使用閲覧を禁止します）。 

［理事選任委員会］ 

〔堂山案事例１〕 

設置園１つ〔理事長と園長が別の法人〕 

〔理事選任委員会〕 

  〔堂山案事例２〕 

設置園１つ〔理事長と園長が同一の法人〕 

〔理事選任委員会〕 

〔堂山案事例３〕 

母体宗教法人等から選任 

〔理事選任委員会〕 

  〔堂山案事例４〕 

設置園２つ以上 

〔理事選任委員会〕 

〔堂山案事例㊙〕 

独任機関・想定超小規模法人参照例 

（理事選任機関） 

第 7 条 この法人に理事選任機関として、理事

選任委員会を置く。 

 

２ 理事選任委員会の委員の定数（員数）は、３

名とし、構成員は、次のとおりとする。 

（１） 理事長 

（２） 〇〇幼稚園園長   

（３） 評議員の中から理事長が選定した者 

 

３ 理事及び評議員の任期の規定は、理事選

任委員の任期について、それぞれ準用する。

この場合において、前項第１号及び第２号の委

員については、「理事」を「委員」に、同項第３

号の委員については、「評議員」を「委員」に読

み替えるものとする。 

（又は、読み替え、適用するものとする。） 

 

４ 理事選任委員会は、第２項第１号の委員が

招集する。 

 

５ 理事選任委員会が理事を選任するときは、

あらかじめ、評議員会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

 

６ 理事選任委員会の決議は、委員の過半数 

（３分の２）が出席し、その過半数（３分の２の多

数）をもって行う 

※3 人なので、過半数と 3 分の２は、同義。 

７ 監事又は評議員会は、理事選任委員会に

対し必要な報告を行おうとするときは、理事長

に対し、理事選任委員会の招集を請求すること

ができる。この場合において、理事長は、理事

選任委員会を招集しなければならない。 

 

８ 理事選任委員会の議事録その他理事選任

委員会の運営に関し必要な事項は、理事選

任委員会運営規程で定める。 

※ 員数は、３名として、理事長も園長も１人なので員数記載

はどちらでもよい。評議員も３－２で当然１名なので、記載しな

くてもよい。もっとも、記載しておくと一見してわかりやすい。 

「評議員会の互選で選任するとした場合」 

理事選任員会の委員を選定するためだけに１回評議

員会を開催する必要があり、小規模法人では、こういう

規定にしてしまうと、時間的、経済的コストがかかる 

（理事選任機関） 

第 7 条 この法人に理事選任機関として、理事

選任委員会を置く。 

 

２ 理事選任委員会の委員の定数は、３名と

し、構成員は、次のとおりとする。 

（１）〇〇幼稚園園長（※）  

（２）理事の中から、理事長が選定した者１名 

（３）評議員の中から理事長が選定した者１名   

 

３ 委員の任期は、前項第１号の委員について

は、定めないものとし、理事及び評議員の任期

の規定は、理事選任委員の任期について、そ

れぞれ準用する。この場合において、同項第２

号の委員については、「理事」を「委員」に、同

項第３号の委員については、「評議員」を「委

員」に読み替えるものとする。 

 

４ 理事選任委員会は、第２項第１号の委員が

招集する。 

 

５ 理事選任委員会が理事を選任するときは、

あらかじめ、評議員会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

 

６ 理事選任委員会の決議は、委員の過半数

が出席し、その過半数をもって行うものとする。 

 

 

７ 監事又は評議員会は、理事選任委員会に

対し必要な報告を行おうとするときは、理事長

に対し、理事選任委員会の招集を請求すること

ができる。この場合において、理事長は、理事

選任委員会を招集しなければならない。 

 

８ 理事選任委員会の議事録その他理事選任

委員会の運営に関し必要な事項は、理事選

任委員会運営規程で定める。 

※第１号を理事長ではなく、園長とすることで、 

委員の任期を定めない場合、園長である限り、選任機

関の委員となることができる。 

園長たる「理事」や「理事長」としてしまうと、４年の任期

がくるので、重任したとしても委員の任期も一旦、切れ

る（もちろん重任は可能）。 

法は、理事選任機関の任期についても寄附行為に委

ねているので、任期を定める必要はない。 

（理事選任機関） 

第 7 条 この法人に理事選任機関として、理事

選任委員会を置く。 

 

２ 理事選任委員会の委員の定数、３名とし、

構成員は、次のとおりとする。 

（１）〇〇幼稚園園長 １名※  

（２）宗教法人〇〇（母体）の責任役員の中から

理事長が選定した者 １名 

（３）学識経験者の中から理事長が選任した者 

１名             

３ 委員の任期は、第２項第１号の委員につい

ては、定めないものとし、同項第２号及び第３号

の委員ついては、理事の任期の例によるものと

する。 

 

 

 

４ 理事選任委員会は、第２項第１号の委員が

招集する。 

 

５ 理事選任委員会が理事を選任するときは、

（理事長に対し、評議員会の招集を求め、）

あらかじめ、評議員会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

６ 理事選任委員会の決議は、委員の過半数

が出席し、その過半数をもって行うものとする。 

 

 

７ 監事又は評議員会は、理事選任委員会に

対し必要な報告を行おうとするときは、理事長

に対し、理事選任委員会の招集を請求すること

ができる。この場合において、理事長は、理事

選任委員会を招集しなければならない。 

 

８ 理事選任委員会の議事録その他理事選任

委員会の運営に関し必要な事項は、理事選

任委員会運営規程で定める。 

 

設置園が２つ以上で、園長１名が理事で、他の園長が

理事でない場合、園長から互選せずとも、「理事たる園

長」の記載でたりる。 

 

 

（理事選任機関） 

第 7 条 この法人に理事選任機関として、理事

選任委員会を置く。 

 

２ 理事選任委員会の委員の定数は、３名と

し、構成員は、次のとおりとする。 

（１）理事長                  （１名） 

（２）園長の中から理事長が選定した者 ２名 

 

 

３ 委員の任期は、理事の任期の例によるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

４ 理事選任委員会は、第２項第１号の委員が

招集する。 

 

５ 理事選任委員会が理事を選任するときは、

あらかじめ、評議員会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

 

６ 理事選任委員会の決議は、委員の過半数

が出席し、その過半数をもって行うものとする。 

 

 

７ 監事又は評議員会は、理事選任委員会に

対し必要な報告を行おうとするときは、理事長

に対し、理事選任委員会の招集を請求すること

ができる。この場合において、理事長は、理事

選任委員会を招集しなければならない。 

 

８ 理事選任委員会の議事録その他理事選任

委員会の運営に関し必要な事項は、理事選

任委員会運営規程で定める。 

 

 

（理事選任機関） 

第 7 条 この法人の理事選任機関は、園長とす

る。 

 

〔構成に関する規定は、独任なので不要〕 

 

 

 

 

 

２ 理事選任機関たる園長の任期は、定めな

い。但し、園長でなくなったときは、この限りで

ない。 

 

〔理事長の場合、理事長の任期なので記載を

省略・園長の場合は、任期を定めない。〕 

 

 

〔独任機関なので招集手続不要〕 

 

 

３ 理事選任機関たる園長が理事を選任すると

きは、理事長に対し、評議員会の招集を求め、

あらかじめ、評議員会の意見を聴かなければ

ならない。この場合において、理事選任機関た

る園長は、評議員会の意見を十分に参酌し、

理事を選任しなければならない。 

〔独任機関なので、決議要件記載不要〕 

 

４ 監事又は評議員会は、理事選任機関たる

園長に対し必要な報告又は求めを行おうと

するときは、監事又は評議員は、園長と協議

の上、これを決するものとする。 

 

 

５ 理事選任機関たる園長は、理事の選任に

関する記録、その他理事選任機関の運営に

関し必要な事項を定めるもとする。 

 

 



 

第４章 理事の選任 寄附行為作成例 文科省作成案・東京都作成案・堂山作成案 比較（２０２３年１２月２１日） 研修以外での使用をご遠慮下さい（研修参加法人及び許諾者以外、閲覧不可）。 

 

 

評議員会を理事選任機関 

〔文科省例１〕 

理事会を理事選任機関 

〔東京都庁事例１〕 

第三者機関を理事選任機関 

〔文科省例 2〕 

理事会・評議員会・第三者機関の３つを理事選任

機関とする場合〔文科省例３〕 

 （理事の選任） 

第８条 理事は、次の各号に掲げる者とする。 

 （１） 園長のうちから評議員会において選任した

者  １名 

 （２） 前号に規定するもののほか、評議員会にお

いて選任した者  ５名 

 

２ 前項第１号に定める理事は、その職を退いたとき

は理事の職を失うものとする。 

 

 

３ 理事選任機関は、理事の総数が６名を下回るこ

ととなるときに備えて、補欠の理事を選任すること

ができる。 

 

 

（理事の選任） 

第８条 理事は、次の各号に掲げる者とする。 

(1)園長のうちから理事会において選任した者１名 

(2)前号に掲げる者のほか、理事会において選任

した者５名 

 

 

２ 前項第１号に定める理事は、その職を退いたとき

は理事の職を失うものとする。 

東京都の例では、この条項はない。〔堂山加筆〕 

 

３ 理事選任機関は、理事の総数が６名を前項各

号に掲げる数を下回ることとなるときに備えて、補

欠の理事を選任することができる。 

（理事の選任） 

第８条 理事は、次の各号に掲げる者とする。 

 （１） 園長のうちから理事選任機関において選任

した者  １名（複数設置者は適宜増員） 

 （２） 前号に規定するもののほか、理事選任機関

において選任した者  ５名  

 

２ 前項第１号に定める理事は、その職を退いたとき

は理事の職を失うものとする。 

 

３ 理事選任機関は、理事の総数が６名を下回るこ

ととなるときに備えて、補欠の理事を選任すること

ができる。 

 

（理事の選任） 

第８条 理事は、次の各号に掲げる者とする。 

 （１） 校長のうちから理事会において選任した者 

○名 

 （２） 評議員会において選任した者  ○名 

 （３） 外部理事選任委員会において選任した者 

○名 

２ 前項第１号に定める理事は、その職を退いたとき

は理事の職を失うものとする。 

 

３ 理事選任機関は、それぞれ、理事の数が第１項

各号に掲げる数を下回ることとなるときに備えて、

補欠の理事を選任することができる。 

 

第４章 理事の選任 寄附行為作成例 堂山作成案 比較（２０２３年１２月２１日） 

 

 

堂山例 合議制共通 

員数を第６条で記載した場合、かかない。 
若干の考察 堂山例 独任制 若干の考察 

 （理事の定数及び選任）※員数（定数） 

第８条 この法人の理事は、次に掲げる者とする。 

 （１） 園長のうちから理事選任委員会において選

任した者  １名 

 （２） 学識経験者のうちから理事選任委員会にお

いて選任した者  ５名 

２ 前項第１号に定める理事は、その職を退いたとき

は理事の職を失うものとする。 

３ 理事選任委員会は、理事の総数が６名を下回る

こととなるときに備えて、補欠の理事を選任するこ

とができる。 

（理事の定数及び選任） 

第８条 この法人の理事は、６名以上８名以下とし

、次に掲げる者とする。 

 （１） 園長のうちから理事選任委員会において選

任した者  １名 

 （２） 前号に規定するもののほか、理事選任委員

会において選任した者  ５名以上７名以内 

２ 前項第１号に定める理事は、その職を退いたとき

は理事の職を失うものとする。 

３ 理事選任委員会は、理事の総数が６名を下回る

こととなるときに備えて、補欠の理事を選任するこ

とができる。 

 

理事選任委員会の内部運営規程等で、具体的に

理事の選任の要件をさだめてもよい。 

 

Ex 

（必置） 

園長のうちから理事選任委員会において選任した

者                  １名 

（自由設計・ただし、外部理事１名必置） 

(2)学識経験者          １名 

(3)宗教法人〇〇から推薦されたもののうちから理事

選任委員会が選任した者    １名 

(4)〇〇幼稚園創立者（又は〇〇幼稚園初代園長）

の三親等以内の親族のうち、理事選任委員会が選

定した者 １名（他の利害関係人要件に抵触しない

かチェック） 

（理事の選任） 

第８条 理事は、次に掲げる者とする。 

 （１） 園長のうちから理事選任機関において選任

した者  １名 

 （２） 前号に規定するもののほか、学識経験者の

うちから、理事選任機関において選任した者 

５名 

 

２ 前項第１号に定める理事は、その職を退いたとき

は理事の職を失うものとする。 

 

３ 理事選任機関は、理事の総数が６名を下回るこ

ととなるときに備えて、補欠の理事を選任することが

できる。 

 

 

➡自分を選任するのにおかしな定めだが、文科省は、園長

も理事選任機関で選任することを要するものしているので、

一応、記載する。 

本来は、選任機関が１人で、且つ、自身の場合、 

 

第８条 理事は、次の各号に掲げる者とする。 

（１）園長 

（２）理事選任機関たる園長が選任した者  ５名 

でもよさそうなものである…が充て職だけで選任す

ることを文科省は、認めていない。 

 



私⽴学校法改正に伴う寄附⾏為作成等についての研修会           
ご参加者各位 

令和 6 年５⽉８⽇ 
 

監事の同意書及び調査報告書について 

（ひな型参考例のご提供） 

講師 堂 山 宗 敬 

 

 改正私⽴学校法第 49 条第 1 項では、監事選任議案について監事の過半数（2 ⼈の場合全
員）の同意が義務付けられました。もっとも、改正法は、書⾯の作成まで要求しておりませ
んが、実務上、同意のプロセスを書⾯⼜は電磁的記録等で記録に残すことは、重要であると
思われます（経常費補助⾦検査等でも法令順守の観点から法⼈の適正運営にかかる検査項
⽬の⼀となることが予想されます。）。 

そこで、これらの改正を受けまして、新たに追加された監事の同意書及び調査報告書のひな型
（イメージ）を作成いたしました。今後、同様の書⾯ひな型等が学事課等の所轄庁から発表
されるかもしれませんが、現時点では、公表されていません（なお、このひな形は、⼤阪府・
⽂部科学省等と協議したものではありませんので、予め、ご了承下さい。）。 

なお、実際の書⾯作成等の実務におきましては、⽇本監査役協会、⽇本公認会計⼠協会等
作成の監査役のひな型（会社法版）等をご参考に、弁護⼠、公認会計⼠、司法書⼠等の専⾨
家とご協議の上、貴法⼈の実態に応じて、私学法の監事⽤にアレンジされてみてはいかがで
しょうか。 

なお、令和 7 年 4 ⽉ 1 ⽇の法施⾏⽇より前に⾏う同意、調査につきましては、無効とな
る恐れがありますので、ご留意くださいませ。今後、修正や公式なひな型等が発表されまし
たら、追ってご案内申し上げます。 

 
〔注意事項〕 

後記の本同意書は、研修会・経営研究ゼミにご参加された園向けの研修素材です。ご参加者以外の⽅への配布等は、フ

ォローアップできませんので、ご遠慮下さいませ。 

 

記 

 
第１ 監事選任議案に関する監事の同意書（ひな型/法第 49 条第 1 項関係） 

第２ （監事の）評議員会議案調査報告書（ひな型法第 54 条・施行規則改正案第 18 条関係） 
 

以上 
 



学校法⼈〇〇学園  
理事⻑ ○○○○ 様 
 

令和 7 年〇⽉〇⽇ 
 

監事の選任議案に関する監事の同意書 

（私⽴学校法第４９条第 1 項・堂⼭案） 
 

学 校 法 ⼈ ○ ○ 学 園   
 

監 事  〇〇〇〇 ㊞ 
〔署名⼜は記名押印〕 

※署名には、電⼦署名を含む 
 

監 事  〇〇〇〇 ㊞ 
 

私たち監事は、理事者が、令和７年 6 月○○日開催の（定時又は第〇回）評議員会に提出予

定の「監事選任議案」について、私立学法第 49 条第 1 項の規定に基づき協議した結果、以下の

者を監事候補者とする議案の提出に同意いたします。 

 
記 

 
第１ 監事候補者の表⽰ 

 
   監事候補者   住  所（場合によって省略） 

⽒  名             （○○年 ⽉  ⽇⽣） 
             

監事候補者   住  所 
⽒  名             （○○年 ⽉  ⽇⽣） 

 
 第２ 任期 

   令和 7 年 6 ⽉  ⽇（評議員会終結時⼜は選任時）より 
   令和〇〇年度（令和〇年６⽉頃開催予定）定時評議員会終結のときまで 

 
以上 

 



学校法⼈〇〇学園  
評議員会  御中 

令和 7 年〇⽉〇⽇ 
 

評議員会議案等調査報告書 

（私⽴学校法第５４条関係・適正意⾒堂⼭案） 

 
学 校 法 ⼈ ○ ○ 学 園   

 
監 事  〇〇〇〇 ㊞ 

〔署名⼜は記名押印〕 
※署名には、電⼦署名を含む 

監 事  〇〇〇〇 ㊞ 
 

私たち監事は、令和７年 6 月○○日開催の定時評議員会に提出予定の別紙議案及び書類等

（電磁的記録によって作成されたものを含む。以下同様。）について、私立学法第５４条の規定に

基づき調査しました。 

記 

 
第１ 調査対象書類等及び調査⽅法 
    理事者より提出のあった令和７年 6 月○○日開催予定の定時評議員会に提出予定の

議案及び全ての資料を閲覧し、法令及び寄附行為と照らし合わせる等し、疑義事項等に

ついては、理事者に問い合わせする等して調査を行いました。 
 
第２ 調査結果 

   調査の結果、提出される議案及び書類等については、法令若しくは寄附行為に違反し、

又は、著しく不当な事項があるとは、認められず、よって、本定時評議員会に提出されてい
る各議案及び書類等につきまして、私⽴学校法第５４条の規定により、報告すべき
事項はございません。 

以上 
（評議員会への報告義務は、法令違反・寄附⾏為違反、著しい不当事項があるときに限られます。） 

従いまして、調査の結果、適正な場合は、書⾯の名宛⼈を理事会⼜は理事⻑あてにすることも考えられます。また、評

議員会において、監事が調査した旨を報告し、議事録に記載するという⽅法も考えられる。いずれにせよ、学事課若し

くは、弁護⼠⼜は公認会計⼠等の専⾨家にご照会の上、実務を⾏ってください。 

法 54 条は、調査義務（前段）と調査報告義務（後段）の 2 種類あります。議案は、必ず調査しなければなりません。 

評議員会へは、法令違反、寄附⾏為違反、著しく不当な場合に限られます。適法、適合性の報告をするのは任意です。 



譲渡所得等の非課税特例の対象となるための標準的な寄附行為についての注意喚起 

研修会講師 堂山宗敬 

冠省にて失礼いたします。先日は、研修会にご参加をいただきまして、誠にありがとうございました。 

さて、ご承知のとおり、文部科学省は、「譲渡所得等の非課税特例の対象となるための標準的な寄附

行為について」以下のURLのとおり、先行して公表している「都道府県知事所轄学校法人向け」との差

異について概略を示し、「標準的な寄附行為」を公表しております。 

研修でご案内した寄附行為作成例は、知事所轄法人の作成例を主として使っていますので、一部注意

が必要な点がございますので、以下のとおりご案内申しあげます。 

https://www.mext.go.jp/content/20240221-mxt_sigakugy-000021776_99.pdf 

学校法人に対する財産の贈与又は遺贈に係る譲渡所得の非課税の承認の適用を受けようとする場合

の学校法人の標準的な寄附行為（都道府県知事所轄学校法人向け） 

https://www.mext.go.jp/content/20240214-mxt_sigakugy-000021776_99.pdf 

なお、本日現在、私立学校法施行令、同施行規則の確定したものが公表されていないため（改正

案は公表済み）、今後も修正される可能性はありますが、国税局と協議済みのものと比較しながら、譲

渡所得等の非課税特例法人の対象となられる法人の皆様におかれましては、必要な部分を修正してく

ださい。 

理解が今一つ進まない場合、お時間のない方は、上記のURLと最後のページをご参照ください。 

赤字部分を寄附行為の指定条文の箇所に追加してください。 

次ページ以降が注意喚起のご案内となります。 

広島と大阪の研修後のフォローアップ記事です。オンデマンド研修のご参加の皆さまもご参考までに、ご一読ください。
この資料の作成時は、私学法施行令、施行規則発表前ですが、現在は、確定、公表済みです。



第１ 理事の人数 

まず、研修資料でもご案内しておりますが、理事数は、６名以上としてください。 

理事５名では要件を満たしません。→５名の法人は、ご留意ください。 ex;理事 6名 

 

理事の親族の人数要件ですが、（６人だと２人まで）、法令上の変更はありませんが、

ただ、租税特別措置法施行令第２５条の１７第６項第１項が私学法第 31 条第 6 項（文

部科学省例委任部分改正案参照）より「その他の利害関係人の範囲」がやや広範です。

ほとんどは、改正私学法施行規則改正案と同じですが、寄附行為への記載を特別措置法

が要求していることと、この範囲が、現時点において、私学法の要件だけでは足りない

ので、寄附行為作成例の第 9 条の赤字部分を追記してください。 

②監事の親族・利害関係人等の規制 

③評議員の親族・利害関係人等の規制 



寄附行為の変更、予算・事業計画の作成・変更、事業報告・計算書類・財産目録の承認等

の決議には「理事の総数（現在数）の3分の2以上」が必要 

→研修会では、３分の２の特別決議になっています。「私立学校法改正に伴う寄附行為の作

成等についての研修会」２０２４年５月８日大阪府私立幼稚園連盟β版資料35頁、寄附

行為作成例第20条第2項の箇所、2023年12月21日・広島県私立幼稚園連盟版32頁を

念のため、ご確認ください。ここが過半数（普通決議）になっているとNGです。

評議員が９名以上の場合に限り置くことができる経過措置の例を追加（改正法附則第第2条第

2項関係） 

→ 評議員が8名以下の場合、読み捨ててください。

要するに、9名だと3分の1まで経過措置をしても、租税特別措置法の要件を満たすが、8名だと、

要件を満たさなくなるため、この経過措置を使う場合は、9名以上の評議員が必要でかつその際に

は、経過措置条文を記載する必要がある旨の注意喚起をしているものと思われます。



ご参考 

以下の部分の要件のうち、イからハは、ほぼ私学法施行規則改正案に同義の条文が掲載され

ていますが、「二」（いろはにの「に」）の青地の部分が、私学法の施行規則改正案には記載のな

い部分です。ほとんど影響はないとは思いますが、措置法の要件なので、追記してください。 



お



詳細は、作成例を比較（非課税法人版と最初の知事所轄版）してみてください。 

非課税法人の適用を受けるための修正点 

以上 
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